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下関市菊川農村婦人の家指定管理者募集要項

下関市（以下「市」という。）は、下関市菊川農村婦人の家（以下「本施設」

という。）の管理運営業務を効率的かつ効果的に行うために、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４４条の２第３項、下関市公

の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年条例第２６

号。以下「手続条例」という。）第２条及び下関市菊川農村婦人の家の設置等に

関する条例（平成１７年条例第２３７号。以下「設置条例」という。）第１１条

第１項の規定に基づき、本施設の管理運営に関する業務（以下「本業務」とい

う。）を行う指定管理者をこの要項により募集いたします。

１ 本施設の概要

(１) 名 称

下関市菊川農村婦人の家

(２) 所 在 地

下関市菊川町大字上岡枝７５９番地２

(３) 設置目的

農村婦人の福祉及び資質を向上し、並びに農村地域社会における婦人の

役割を醸成するため

(４) 施設規模・内容

ア 構 造 鉄骨平屋建

イ 敷地面積 １２８０．４９㎡

ウ 延床面積 ３０６.１４㎡

エ 施設

和室（２室） ６４.１７㎡

健康管理室 ２９.３４㎡

農産加工実習室 ９１.１５㎡（麹室を含む。）

図書室・管理室 ３７.６７㎡

その他の施設 談話コーナー､便所
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(５) 修繕の状況

（単位:円）

(６) 見取り図

(７) 目標達成のためのビジョン及び指標

ア ビジョン

・農村婦人の生活改善の知識、技術の習得及び農村婦人の自主的なグル

ープ活動及び育成のため、本施設の適切な管理運営を行うこと。

・みそ加工実習等を開催し、農村婦人の生活改善と地域社会における連

帯感の高揚を図ること。

イ 指標

施設利用者数

(８) 本業務の対象となる物件の概要及び本業務の内容

別紙１下関市菊川農村婦人の家管理運営業務仕様書（以下「仕様書」と

いう。）のとおり。

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度

市 908,490 0 0 363,528 0

指定管理者 125,627 169,110 19,800 18,370 75,836
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(９) 使用許可が必要な貸室の年間利用延べ人数

(１０) 使用許可が必要な貸室の年間利用回数

(１１) 本施設の管理運営に係る経費の収支状況

収入 （単位：円）

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度

全 館 利 用 106 128 176 165 118

農産加工実習室 1,185 1,128 1,165 1,213 1,316

和 室 305 355 454 503 497

健 康 管 理 室 17 0 4 4 0

図 書 室 13 15 24 42 20

計 1,626 1,626 1,823 1,927 1,951

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度

全 館 利 用 8 9 14 14 11

農産加工実習室 121 115 121 124 133

和 室 32 39 51 57 51

健 康 管 理 室 3 0 1 1 0

図 書 室 2 2 5 10 4

計 166 165 192 206 199

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度

指定管理料 2,054,800 2,054,800 2,054,800 2,054,800 2,054,800

利用料金 99,180 105,610 114,040 117,850 120,190

預金利息 3 3 3 3 211

繰越金 4,650 3,156 8,529 7,945 5,000

計 2,158,633 2,163,569 2,177,372 2,180,598 2,180,201
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支出

２ 今後のスケジュール

（１）現地説明会 令和７年８月６日（水）１３時３０分から

（２）公募期間 令和７年８月１日（金）から令和７年９月１日（月）

まで

（３）候補者選定 令和７年９月

（４）指定管理者の指定 令和７年１２月（議会による議決）

（５）協定締結 令和８年３月

３ 指定期間

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間）

ただし、指定期間内であっても、本業務を継続することが適当でないと認

められるときは、指定を取り消すことがあります。

４ 申込資格

公募に申し込むことができる者は、次の要件を満たす法人その他の団体（以

下「団体」という。）又は共同事業体とし、個人での申し込みをすることはで

きません。

（１） 市内に事業所、営業所等を有しているか、申込時までに設置している

人件費 1,270,730 1,269,070 1,391,280 1,437,340 1,425,770

光熱水費 488,486 500,180 482,549 480,541 546,871

通信運搬費 34,810 34,257 33,974 32,654 32,529

使用料及び賃借

料
13,990 13,418 13,650 13,650 11,356

委託料 31,310 16,610 23,650 16,720 46,280

消耗品費 103,981 102,982 138,103 136,513 50,267

修繕費 125,627 169,110 19,800 18,370 75,836

保険料 11,670 11,670 11,670 11,670 11,670

その他 74,873 37,743 54,751 28,140 12,326

計 2,155,477 2,155,040 2,169,427 2,175,598 2,212,905
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こと（共同事業体の場合にあっては、代表団体が本要件を満たしているこ

と。）。

（２）法人税、法人市・県民税、事業税、消費税、地方消費税等の租税及び

労働保険料を滞納していないこと。

（３）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）による再生手続又は会社更

生法（平成１４年法律第１５４号）による更生手続中でないこと。

（４）過去２年以内に、指定管理者の責めに帰すべき事由により、指定の取

消しを受けていないこと。

（５）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定

により、市における入札参加を制限されていないこと。

（６）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員

の統制下にある団体でないこと。

（７）過去２年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けていないこと、又

は是正勧告を受けたことがある場合にあっては、申込時において当該是

正勧告に対する必要な措置の実施について労働基準監督署に報告済みで

あること。

（８）インボイス制度における適格請求書発行事業者として登録を受けてい

ること。ただし、本業務が消費税課税取引に該当しない場合又は本施設

の特性上、利用者がインボイスを必要としない消費者や免税事業者、簡

易課税制度適用事業者のみに限られることが明確な場合は、この限りで

ない。

（９）共同事業体の場合には、構成する全ての団体が以上の条件（（１）につ

いては、構成団体のうち１団体以上）を満たすとともに、申込時に「共

同事業体協定書」を市に提出し、また、選定後協定締結時までに、代表

団体及び責任分担を明確に定めた組合契約を締結し、組合契約書の写し

の提出が可能であること。

（１０）現地説明会に参加すること。

５ 申込方法・提出書類等

（１）提出書類

ア 申込書（様式第１号）
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イ 申込資格を有することを証する書類

（ア）定款の写し及び登記簿謄本（法人以外の団体にあっては、会則等）

（イ）法人等（共同事業体にあっては全構成員）の納税証明（滞納がな

い証明）

ウ 事業計画書（様式第２号）

エ 収支計画書（様式第３号）

オ 団体又は共同事業体の場合にあっては、構成する全ての団体の経営

状況を説明する書面（法人格を有しない団体は、これらに類する書類）

（ア）損益計算書、貸借対照表、事業報告書その他団体の財務状況を明

らかにする書類（申込日の属する年度の前事業年度のもの）

（イ）収支予算書（申込時の現事業年度のもの）

カ 共同事業体結成届出書（様式第４号）（共同事業体による申込みの場

合のみ。共同事業体協定書を添付のこと。）

キ 誓約書（様式第５号）

ク その他必要と認める書類

（２）提出部数

正１部、副６部（副は、複写可）

（３）申込書等の配布

申込みに必要な書類は、市ホームページからダウンロードしてくださ

い。なお、紙での配布を希望される団体又は共同事業体は、次の配布期

間に配布窓口において配布します。

【配布期間】

令和７年８月１日（金）から令和７年８月２２日（金）まで

（紙での配布は、土曜日、日曜日及び祝日を除く、午前９時から午後

５時まで）

【配布窓口】

下関市菊川町大字下岡枝１４８０番地１

下関市役所菊川総合支所建設農林課農政係

電話 （０８３）－２８７－４００８

（４）申込受付期間

提出書類は次の期間中に提出窓口まで持参してください。持参以外の

方法による提出はできません。また、申込受付期間終了後は、提出書類
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の変更及び追加はできません。

【提出期間】

令和７年８月２２日（金）から令和７年９月１日（月）まで

（土曜日、日曜日及び祝日を除く、午前９時から午後５時まで）

【提出窓口】

（３）【配布窓口】と同じ

（５）募集要項等に関する質問

募集要項等の配布資料について質問がある場合は、「質問票（様式第６

号）」を期間内に、持参又は電子メールにより提出してください。電話な

どの口頭による質問は受け付けません。受け付けた質問は、随時ファッ

クス又は電子メールにより現地説明会に参加した全ての団体又は共同事

業体に回答します。

電子メールアドレス kgnourin@city.shimonoseki.yamaguchi.jp

【受付期間】

令和７年８月１３日（水）から令和７年８月２５日（月）

午後５時まで（必着）

（６）現地説明会の開催

現地説明会の参加は、申込みの必須要件となっています。

ア 開催日時

令和７年８月６日（水）１３時３０分から

イ 開催場所

下関市役所菊川総合支所 会議室１

ウ 内容

募集要項及び業務仕様書の説明

エ 参加人数

１団体３名まで

オ 参加申込

現地説明会参加申込書（様式第７号）に記入の上、ＦＡＸ又は、電

子メールにより提出してください。

ＦＡＸ （０８３）２８７－２７３９

電子メールアドレス kgnourin@city.shimonoseki.yamaguchi.jp
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６ 選定(審査)の基準

（１）指定管理候補者の選定

手続条例第４条により審査し、指定管理者を選定します。

ア 資格審査

提出書類に基づき、下関市役所菊川総合支所建設農林課において、

申込者の申込資格要件の適否について審査を行います。

イ 指定管理候補者選定委員会による審査

下関市指定管理候補者選定委員会（以下「選定委員会」という。）

を設置し、提出書類、申込者のプレゼンテーション及び選定委員会委

員との質疑応答により審査を行います。選定委員会は、選定に関する

意見を市長に提出します。

ウ 審査の基準、審査項目

指定管理候補者の選定に係る審査は、提出された事業計画書等につ

いて、別紙２下関市菊川農村婦人の家指定管理候補者審査基準（案）

により審査する予定ですが、選定委員会において変更される場合があ

ります。

また、申込者が１団体（共同事業体を含む。）のみの場合でも、選

定委員会において定める最低基準に満たない場合は選定せず、不備な

点を指摘した後、再度提案を受け最低制限基準を満たした場合は選定

し、再度の提案においても最低制限基準を満たさないときは、原則、

再度公募を行うこととします。

エ 指定管理候補者の選定

選定委員会の意見等に基づき、市長が指定管理候補者を選定し、結

果を申込者に対して速やかに通知するとともに、市のホームページで

公表します。

オ 指定管理候補者の取消し

指定管理候補者が、法第２４４条の２第６項の規定による下関市議

会での議決（以下「指定の議決」という。）を経る前に、指定管理者に

指定することが著しく不適当と認められる事由が生じたとき、又は指

定の議決が得られなかったときは、指定管理候補者の選定を取り消し、

他の申込者の中から指定管理候補者を選定することがあります。

なお、指定管理候補者の責めに帰すべき事由により取消しを受けた
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場合で、施設の管理運営の開始が延期になる等、市に損害があった場

合には、当該取消しを受けた団体又は共同事業体に損害の賠償を求め

ることがあります。

カ 指定管理者の指定及び基本協定等の締結

指定管理者の指定は、指定の議決を経て市長が行います。指定後に

指定管理者は市と本業務の細目について基本協定及び年度協定を締結

します。

キ 指定管理者の指定の取消し

（ア）指定管理者が協定の締結までに、本業務の実施が確実でないと認

められるとき、又は著しく社会的信用を損なう等により指定管理者

として相応しくないと認められるときは、指定管理者の指定を取り

消し、協定の締結をしないことがあります。

（イ）指定管理者が協定締結後、次の事由に該当するときは、その指定

を取消し、又は期間を定めて本業務の全部若しくは一部の停止を命

じることがあります。

ａ 設置条例又は基本協定の規定に違反したとき。

ｂ 法第２４４条の２第１０項の規定に基づく報告の要求又は調査

に対して、これに応じず又は虚偽の報告を行い、若しくは調査を

妨げたとき。

ｃ 法第２４４条の２第１０項の規定に基づく指示に従わないとき。

ｄ 本募集要項に定める資格要件を失ったとき。

ｅ 申込みの際に提出した書類の内容に虚偽があることが判明した

とき。

ｆ 指定管理者の経営状況の悪化等により本業務を継続することが

不可能又は著しく困難になったと判断されるとき。

ｇ 指定管理者の本業務に直接関わらない法令違反等により、当該

団体又は当該共同事業体に本業務を継続させることが社会通念上

著しく不適当と判断されるとき。

ｈ 指定管理者の責めに帰すべき事由により本業務が行われないと

き。

ｉ 不可抗力（暴風、豪雨、台風、洪水、津波、高潮、地震、地す

べり、落盤、火災、落雷、戦乱、内乱、テロ、侵略、暴動、スト
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ライキ、感染症の蔓延等の市又は指定管理者の責めに帰すること

のできない自然的又は人為的な現象をいう。）によって、本業務の

継続が著しく困難になったと判断されるとき。

ｊ 指定管理者から、指定の取消し又は本業務の全部又は一部の停

止を求める書面による申出があったとき。

ｋ 本施設が、公の施設として廃止されることとなったとき。

ｌ その他、市が指定管理者による管理運営を継続することが適当

でないと認めたとき。

（ウ）本業務の水準が低下した場合の措置

定期的に実地調査等を行い、指定管理者の業務が仕様書に定めた

内容や水準を満たしていないと判断したときは、市は是正や改善等

必要な指示を行い、指定管理者がその指示に従わないときやその他

本業務を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取

り消し、又は期間を定めて本業務の全部若しくは一部の停止を命令

することがあります。

７ 指定管理者が行う本業務の基準及び業務の範囲

（１）本業務の内容及びその水準

本業務の内容等について、設置条例、下関市菊川農村婦人の家の設置

等に関する条例施行規則（平成１７年規則第２０３号。以下「設置条例

施行規則」という。）、本募集要項、仕様書、基本協定及び指定管理者が

申込時に提出した事業計画のとおりに行っていただきます。

また、本施設の設置目的に基づく、指定管理者が達成すべき目標値を、

市で設定した指標を基に年度協定で定めることとします。

（２）口座管理

指定管理者が本業務のために使用する預金口座については、１口座を

原則としますが、管理運営上必要な場合には、市と協議の上、複数の口

座を使用することができます。

（３）情報管理

ア 指定管理者の本業務の実施に伴う個人情報の取扱いについては、別

紙３個人情報取扱特記事項によることとします。
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イ 指定管理者又は本業務の全部若しくは一部に従事する者は、本業務

の実施によって知り得た秘密及び市の行政事務等で一般に公開されて

いない事項を外部へ漏らし、又は他の目的に使用することは出来ませ

ん。指定期間が満了し、又は指定を取消された後においても同様とし

ます。

ウ 指定管理者は、下関市情報公開条例（平成１７年条例第１６号）の

規定に準じて、本業務の実施に当たり保有する文書の公開について、

必要な措置を講ずるよう努めなければなりません。なお、情報の公開

について求められたときは、市と協議することとします。

エ 指定管理者は、本業務の実施に当たって保有する文書を、指定期間

が終了し、又は指定を取消された後においても、下関市文書取扱規程

（平成１７年訓令第４号）に準じて、適切に保存することとします。

また、指定期間終了時に市の指示により、引き渡していただくことが

あります。

（４）障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第

６５号）の対応

「障害を理由とする差別の解消に向けた下関市指定管理者対応マニュ

アル」に従い、適切な措置をとることとします。

（５）しものせきエコマネジメントプランに基づく特記事項

本業務のうち、しものせきエコマネジメントプランに基づく環境に関

する特記事項は、別紙４特記仕様書（環境編簡易）のとおりとします。

（６）下関市暴力団排除条例による措置に係る特記事項

本業務のうち、下関市暴力団排除条例（平成２３年条例第４２号）に

よる措置については、別紙５下関市暴力団排除条例による措置に係る特

記事項のとおりとします。

（７）指定管理者が付保しなければならない保険

施設賠償責任保険（指定管理者特約条項等の付いたもの）

８ 自主事業

指定管理者は、本施設の設置目的に合致し、かつ、本業務の実施を妨げな

い範囲において、本業務以外の業務であって自己の責任と費用により実施す
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る業務（以下「自主事業」という。）を実施することができます。自主事業を

実施する場合は、市に自主事業計画書の提出をし、事前に承諾を受けること

とします。

９ 経費に関する事項

（１）利用料金制の採用

本施設の使用料は、利用料金として、指定管理者の収入とする利用料

金制（指定管理料との併用）を採用します。指定管理者は、利用料金収

入を本業務の管理経費に充てて本業務を実施しますが、利用料金収入の

増加、管理経費の縮減等により利益が生じたときは、指定管理者自らの

収入とすることができます。

（２）指定管理料の上限額等

本業務の実施の対価として、市は、指定管理者に指定管理料を支払う

こととします。指定管理料の提案額は、１会計年度（指定期間における

毎年４月１日から翌年３月３１日までの期間をいう。以下同じ。）につき

金２，２２２，０００円（消費税及び地方消費税額を含む。）を上限とし

ます。この上限額を超える提案額での応募は、受理しませんのでご注意

ください。

指定管理料の額は、毎年度、市と指定管理者とが締結する年度協定に

おいて定めることとします。指定管理料の考え方は、次のとおりです。

指定管理料は、管理運営の対価であり、原則、精算（指定管理者の業

務実績に応じた増額又は指定管理者のノウハウによって業務を適正に実

施した上での減額）を行いません。ただし、上限額を下回った提案額で

あった場合であっても、次のことを考慮して指定管理者と協議の上、指

定管理料の額を決定することとします。

① 市からの依頼に係る業務量の増又は業務の質の向上による指定管理料

の増額

② 事業計画又はモニタリングにおける業務の質、量等の精査により、管

理の基準（仕様）を下回った場合の指定管理料の減額

（３）指定管理料の支払

指定管理料は、年度ごとに指定管理者が提出し、市が承認した年間執行
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計画に従って、分割してお支払いいたします。

（４）区分経理

本業務に係る経理は、その他の業務に係る経費と明確に区分して管理す

ることとします。

１０ 協定に関する事項

市と指定管理者は、協議に基づき協定を締結します。協定は指定期間を通

じての基本事項を定めた基本協定と、年度ごとの本業務の実施に係る事項を

定めた年度協定とします。

（１）基本協定において定める主な事項

・目的

・用語の定義

・指定管理者の指定の意義及び公共性の尊重

・信義誠実の原則

・本施設の設置目的

・ビジョン及び指標

・目標値の設定

・目標値の変更

・管理物件

・指定期間及び会計年度

・管理運営業務の範囲等

・管理運営業務からの除外

・管理運営業務の範囲等の変更

・管理運営業務の実施

・関係法令の遵守

・利用許可の運用

・業務開始の準備

・従業員の配置

・管理運営業務の委託又は請負の制限

・管理物件の改修等の分担

・緊急事態への対応

・情報管理及び情報公開
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・個人情報の保護

・しものせきエコマネジメントプランに基づく特記事項

・市による管理物品の貸与等

・指定管理者による管理物品の購入等

・年間事業計画書の提出

・業務報告書の提出

・事業報告書の提出

・経営状況の確認

・管理運営業務のモニタリング

・改善指示、指定の取消し等

・モニタリングの公表

・指定管理料

・利用料金の取扱い

・経理及び指定管理者の口座

・損害賠償等

・第三者への賠償

・保険

・不可抗力によって発生した費用等の負担

・不可抗力による管理運営業務の一部の実施の免除

・管理運営業務の引継ぎ等

・原状回復義務

・管理物品の取扱い

・指定の取消し及び管理運営業務の停止等

・不可抗力による指定の取消し等

・本施設の廃止による指定期間の終了

・権利及び義務の譲渡の制限

・連絡調整会議の設置

・著作権等の使用

・暴力団等の排除

・自主事業

・障害者就労施設等への配慮

・障害を理由とした差別の解消に係る措置
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・特定個人情報の取扱い等

・監査

・請求、通知等の様式等

・協定の変更

・解釈

・協定の費用

・公租公課の負担

・疑義についての協議

・裁判管轄

（２）年度協定において定める主な事項

・趣旨

・管理運営業務の内容

・目標値の設定

・年間事業計画書の提出期限

・指定管理料

・協定の費用

・定めのない事項

・疑義の解決

・履行の決定

１１ モニタリング

本業務について、定期的にモニタリングを行います。

１２ その他の留意事項

（１）申込みに係る経費は、全て申込者の負担とします。

（２）申込書類は、返却しません。

（３）申込書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。

（４）申込書類提出後の内容変更は認めません。

（５）申込者から提出された申込書類の著作権は申込者に帰属します。ただ

し、指定管理者の決定の公表等必要な場合は、申込書類の内容を無償で

利用できるものとします。

（６）申込者又は申込みをしようとする者は、指定管理候補者の決定までの
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間は、選定委員会委員と接触することを禁止します。

（７）指定管理者が、正当な理由なくして協定の締結に応じない場合は、指

定管理者の指定の議決後においても、指定管理者の指定を取消すことが

あります。

（８）申込受付後に、申し込みを辞退する場合は、辞退届（様式第８号）を

提出してください。

（問合せ先）

〒７５０－０３１７ 下関市菊川町大字下岡枝１４８０番地１

下関市役所菊川総合支所建設農林課農政係

電話 （０８３）２８７－４００８

ＦＡＸ （０８３）２８７－２７３９


